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第１【公開買付要項】
 

１【対象者名】

米久株式会社

 

２【買付け等をする株券等の種類】

普通株式

 

３【買付け等の目的】

(1）本公開買付けの概要

　当社は、本書提出日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部に上場している

対象者の普通株式6,786,000株（対象者が平成25年１月15日に提出した第44期第３四半期報告書に記載された平成24年11

月30日現在の対象者の発行済株式総数（28,809,701株）に対する保有株式数の割合（以下「保有割合」といい、その計算

において小数点以下第三位を四捨五入しております。）：23.55％）を保有し、対象者を持分法適用関連会社としておりま

す。

　この度、当社は、平成25年１月18日開催の当社取締役会において、対象者を当社の連結子会社とすることを目的として、対

象者の発行済株式の全て（ただし、当社が保有する対象者の普通株式及び対象者が保有する自己株式を除きます。）を対

象とする公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を実施することを決議いたしました。

　本公開買付けは、対象者を当社の連結子会社とすることを目的としているため、本公開買付けにおける買付予定の株券等

の数（以下「買付予定数」といいます。）の下限を5,899,200株（本公開買付け後に公開買付者が保有することとなる対

象者の普通株式数に係る議決権数（本書提出日現在、公開買付者が保有する対象者の普通株式数（6,786,000株）に係る

議決権数を含みます。）が、対象者が平成25年１月15日に提出した第44期第３四半期報告書に記載された平成24年11月30

日現在の対象者の発行済株式総数（28,809,701株）から、対象者が平成25年１月７日に提出した平成25年２月期第３四半

期決算短信［日本基準］（連結）に記載された平成24年11月30日現在の対象者が保有する自己株式数（3,439,354株）を

控除した株式数（25,370,347株）に係る議決権数（253,703個）の過半数となる株式数）に設定しており、本公開買付け

に応募された株券等（以下「応募株券等」といいます。）の数の合計が買付予定数の下限に満たない場合には、当社は、応

募株券等の全部の買付け等を行いません。一方、当社は、本公開買付けにおいては、応募を希望される対象者株主の皆様に

対し、広く売却の機会を確保する観点から、買付予定数の上限を設定しておらず、応募株券等の数の合計が買付予定数の下

限（5,899,200株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いますが、本公開買付けは対象者株式の上場廃止を企

図するものではありません（本公開買付けにより対象者株式が上場廃止となる可能性の有無については、後記「(5）上場

廃止となる見込み及びその理由」をご参照ください。）。

　なお、対象者によって公表された平成25年１月18日付「三菱商事株式会社による当社株券に対する公開買付けに関する

意見表明のお知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、フロンティア・マネジメント

株式会社（以下「フロンティア・マネジメント」といいます。）から対象者の株式価値評価に関する株式価値算定書（以

下「本株式価値算定書」といいます。）を取得し、また、長島・大野・常松法律事務所からの法的助言を得ながら、本公開

買付けに関する諸条件について慎重に協議・検討した結果、対象者が当社の連結子会社となることで、対象者の有する食

肉生産・調達力、食肉加工品などの食品に関する商品開発力、生産技術力及び生産インフラ、販売提案力と、当社の有する

原材料調達力、食肉生産・加工処理インフラ及び販売力との連携を強化し、海外展開も含め双方のシナジー効果を最大限

発揮することで、対象者ひいては当社グループのより一層の収益基盤強化と企業価値の向上が可能となり、かつ、当社及び

そのグループ企業も含めた経営資源の更なる活用等により、効率的かつ機動的な事業運営を行うことが可能となるという

面からも、対象者の収益力強化に繋がるものと考えるに至り、平成25年１月18日開催の取締役会において、決議に参加した

取締役全員の一致により、本公開買付けに賛同の意見を表明することを決議したとのことです。ただし、対象者取締役会

は、本公開買付けにおける対象者株式１株あたりの買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）が近時の東

京証券取引所における対象者普通株式の市場株価に対して一定のプレミアムが付されていることや、本公開買付価格が対

象者がフロンティア・マネジメントから取得した本株式価値算定書に示された評価額のレンジの範囲に含まれることか

らすれば、本公開買付価格が不合理ではないと判断するものの、本公開買付けは、当社として対象者株式の上場廃止を企図

するものではなく、また、対象者としても、本公開買付け成立後も引続き対象者株式の上場が維持されるべく対応する方針

であることから、決議に参加した取締役全員の一致により、本公開買付けに応募するか否かについては中立の立場を取り、

株主の皆様に判断を委ねることを決議したとのことです。また、当該決議に係る議案の審議に参加した監査役（社外監査

役を含む）はいずれも、上記決議に異議がない旨の意見を述べているとのことです。

　なお、対象者取締役の宮下功及び対象者監査役の髙野瀬励は、当社の従業員を兼任しているため、利益相反の疑いを回避

し、対象者における意思決定の公正性及び中立性を保つ観点から、上記決議に関する対象者取締役会の一切の審議及び決
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議に参加しておらず、かつ、本公開買付けに関し、当社との協議・交渉に参加していないとのことです。

 

(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針

①　本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程

　当社グループは、国内外のネットワークを通じて、エネルギー、金属、機械、化学品、生活産業関連の多種多様な商品の売

買や製造、資源開発、インフラ関連事業、金融事業を行うほか、新エネルギー・環境分野等における新しいビジネスモデ

ルや新技術の事業化、総合商社の持つ機能を活かした各種サービスの提供など、広範な分野で多角的に事業を展開して

おります。

　また、食料分野におきましても、食の安定供給のみならず、近年における食の安全・安心に対する消費者の意識の更な

る高度化やニーズの多様化などに的確に対応するため、当社は原料の調達から輸送・加工、製品の流通、小売りまでを一

貫して担うバリューチェーンの強化に取り組んでおります。特に、飼料原料取引、配合飼料製造、家畜生産、食肉処理、食

肉加工、販売の各事業により構成される国内外の飼料・畜産事業において、各事業分野でのコスト競争力の強化、バ

リューチェーン全体の拡大を通じて、その機能強化と収益拡大に取り組んでおり、その一環として、畜産事業や食肉加工

品事業を幅広く展開する食肉メーカーとの関係強化を行ってきました。

　一方、対象者は当社が発行済株式総数の23.55％（保有割合）を保有する当社の持分法適用関連会社であり、食肉の調

達・生産、食肉加工品などの食品製造及び販売を行っております。「感動を創る」を経営スピリットとし、対象者が独自

に持つバリューチェーンの強化を目指して積極的な事業投資等を行い、更なる事業拡大に向け取り組んでおります。近

年では、「新たなるステージへの挑戦」を掲げ、消費者のニーズをより一層汲み取り、価値ある商品・サービスを提供す

べく、「販売チャネルの拡大」、「コンシューマ商品の増強」、「デリカ商品の強化」及び「経営管理体制の強化」を基

本戦略として推進しており、具体的には、フードサービス分野（コンビニ、外食）向け販売の強化、販売地域の全国展開

の加速、コンシューマ冷凍食品中心のデリカ商品強化などに取り組んでおります。

　当社は平成７年の対象者への初回出資以降、段階的に出資比率を引き上げ、食肉などの取引拡大を図ると共に、平成11

年には国産鶏肉生産会社である、ときめきファーム株式会社を合弁で設立するなど、当社と対象者は国内食肉生産事業

及び食肉・加工品取引におけるパートナーとして良好な関係を築いてきました。

　平成19年及び平成20年には、当社は、当時の筆頭株主であった麒麟麦酒株式会社から対象者の株式を相対取引により取

得して持分法適用関連会社とし、以降、当社と対象者は、相互の独立性を保ちながら、食肉・加工品事業分野において当

社が保有する国内外の広範なネットワークの活用や人的交流、商品等の売買取引の深化及び海外事業への取り組みなど

を通じて相互の事業の更なる発展に注力して参りました。

　我が国の飼料・畜産業界は、これまで人口と所得の増加に伴う食肉需要の増加に応え、家畜向け飼料供給量の拡大とと

もに良質な食肉の生産量を増加し、国内市場に安定供給することを通じて発展してきました。しかしながら近年の人口

減少と高齢化の進行によって国内の食肉消費量拡大が望めないなか、相対的に安価な輸入品との競合が増え、集約化が

進む小売業界からの値下げ圧力も強まるなど、経営環境は年々厳しさを増しています。また、飼料・畜産業界を含む食料

業界は、世界的な穀物価格の高騰により採算性が悪化しており、同時に食の安全・安心を含めた消費者ニーズの高度化

・多様化への対応もコスト増加の一因となっております。加えて、我が国の食肉加工品業界におきましては、平成23年３

月11日に発生した東日本大震災などの影響により、国産食肉相場は総じて軟調に推移しております。また、販売面でも、

震災後に一時的な需要の増加が見られたものの、消費者の節約志向は引き続き強く、依然として厳しい状況で推移して

おります。

　当社は、このような環境下、飼料原料の調達から食肉及び加工品の生産・販売までの一貫した事業運営を行い、外部環

境の変化に柔軟に対応できる事業基盤を拡充すること、並びに当社グループ内での事業ノウハウ・人的資源の有効活用

を通じた各事業分野でのコスト競争力強化こそが、業界における当社及び対象者の優位性を確保し、安定的な収益基盤

を持続的に発展させる上で重要であると考えております。

　当社グループとしては、上述の通り、事業環境が一層厳しくなる中、対象者を含めた関連企業との連結体制において、飼

料・畜産分野のバリューチェーンを強化するとともに、各事業の効率化と経営資源の最適な配分を推し進め、コスト競

争力を高めることが急務であり、そのために対象者との資本関係強化が必要との判断に至りました。当社は対象者との

資本関係を強化することにより、対象者のコスト競争力・収益性の向上に資する取組みや、対象者による当社グループ

内の事業資産の更なる活用、積極的な従業員の人材交流によって、対象者を当社グループの畜産・食肉加工事業の中核

会社として成長させていきたいと考えております。また、当社は従来から小売・流通業界との資本及び人的関係を強化

しており、対象者の食肉加工品などの食品分野における高い商品開発力と製造技術力、顧客対応力を活用して、小売・流

通業界に潜在する事業機会の獲得を促進したいと考えております。

　また、対象者との資本関係を強化することによって、対象者が展開している食肉生産事業についても、当社が長年に

亘って培ってきた事業ノウハウ・経験豊富な人材を対象者がこれまで以上に活用し、収益性の向上を図ることができる

ものと考えております。また同時に、販売事業においても当社の販売子会社を積極的に活用することにより、対象者の収

益拡大に資するとともに、これらによって対象者及び当社グループの収益基盤強化と企業価値向上が可能であるものと
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考えております。

　これを受け、当社は平成24年10月頃に対象者との間で本公開買付けの実施について協議を開始し、その後複数回に亘り

協議を重ねました。その結果、対象者が当社の連結子会社になることで、対象者の有する食肉生産・調達力、食肉加工品

などの食品に関する商品開発力、生産技術力及び生産インフラ、販売提案力と、当社の有する原材料調達力、食肉生産・

加工処理インフラ及び販売力との連携を強化し、海外展開も含め双方のシナジー効果を最大限発揮することで、対象者

ひいては当社グループのより一層の収益基盤強化と企業価値の向上が可能となるとの結論に至り、平成25年１月18日開

催の当社取締役会において、本公開買付けを実施することを決定しました。

 

②　本公開買付け後の経営方針

　当社は、本書提出日現在、本公開買付けの成立後の対象者の経営体制について、基本的に現状の経営体制を尊重する方

針ですが、今後対象者と協議・検討することを予定しております。

 

(3）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性等を担保

するための措置

　対象者は、本書提出日現在において当社の子会社ではありませんが、当社は対象者の普通株式6,786,000株（保有割合：

23.55％）を保有し、対象者を持分法適用関連会社としていること等に鑑み、当社及び対象者は、本公開買付けの公正性を

担保するために以下のような措置を講じております（なお、以下の記載のうち、対象者による措置は、当社が対象者より受

けた説明を記載しております。）。

 

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　当社は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者とは独立した

第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券」といいます。）に対し、対象者の株式価値の算定を依頼し、平成25年１月17日付で株式価値算定書を取得して、その

参考としております。（なお、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付け

に関して重要な利害関係を有しません。）当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から本公開買付価格の公正性

に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。
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　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価分析、類似企業比較分析及びディスカウンテッド・キャッシュ・フ

ロー分析（以下「ＤＣＦ分析」といいます。）の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行いました。上記各手法に

おいて算定された対象者の普通株式１株当たりの株式価値のレンジはそれぞれ以下のとおりです。

 

市場株価分析　　　　688円から738円

類似企業比較分析　　792円から1,118円

ＤＣＦ分析　　　　　839円から1,280円

 

（ⅰ）市場株価分析

　平成25年１月17日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者普通株式の基準日終値（738円）、

過去１ヶ月の終値の単純平均値（726円（小数点以下四捨五入））、過去３ヶ月の終値の単純平均値（688円（小数

点以下四捨五入））、過去６ヶ月の終値の単純平均値（696円（小数点以下四捨五入））及び過去12ヶ月の終値の

単純平均値（733円（小数点以下四捨五入））をもとに、１株当たりの株式価値の範囲を688円から738円までと分

析しております。

（ⅱ）類似企業比較分析

　類似企業比較分析では、本邦上場会社の中から対象者と事業内容等が類似する企業を複数選定し、市場株価や収益

性を示す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を分析し、１株当たりの株式価値の範囲を792円から1,118円

までと分析しています。

（ⅲ）ＤＣＦ分析

　対象者の事業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成25年２月期以降の対

象者の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すことが期待されるキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値

に割引くことにより対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値を839円から1,280円までと分析しておりま

す。

 

　当社は、上記の株式価値算定書における対象者の株式価値の算定結果を参考にしつつ、過去に行われた本公開買付けと

同種の公開買付けの際に付与されたプレミアムの実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者

普通株式の市場株価の動向、本公開買付けに対する応募数の見通し及び対象者との協議・交渉の結果等を総合的に勘案

し、最終的に平成25年１月18日開催の取締役会決議によって、本公開買付価格を１株当たり950円と決定いたしました。

なお、本公開買付価格の算定にあたり、対象者によって公表された平成24年12月21日付「連結子会社の異動（譲渡）及

び特別損失の計上に関するお知らせ」、平成25年１月７日付「平成25年２月期第３四半期決算短信［日本基準］（連

結）」及び平成25年１月18日付「業績予想の修正に関するお知らせ」による影響を織り込んでおります。

　本公開買付価格950円は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成25年１月17日の対象者普通株式の

東京証券取引所市場第一部における終値（738円）に28.73％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過去

１ヶ月間（平成24年12月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（726円。小数点以下を四捨五入。終値単純

平均値の算出において、以下同じとします。）に30.80％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過去３ヶ月

間（平成24年10月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（688円）に38.14％（小数点以下第三位を四捨

五入）のプレミアムを、過去６ヶ月間（平成24年７月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（696円）に

36.43％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過去12ヶ月間（平成24年１月18日から平成25年１月17日ま

で）の終値単純平均値（733円）に29.69％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた額に相当

します。

　また、本書提出日の前営業日である平成25年１月18日の対象者普通株式の東京証券取引所市場第一部における終値

（743円）に27.86％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを加えた額に相当します。

 

②　対象者による公正性を担保するための措置

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、取締役会において、本公開買付けに賛同の意見を表明し、かつ、本公開買付

けへの応募については、株主の皆様のご判断に委ねる旨の決議を行うにあたり、以下のように、当社及び対象者とは独立

した第三者算定機関であるフロンティア・マネジメントから株式価値算定書を取得しているとのことです。本公開買付

けに対する賛同の判断に当たってはこれを参考に慎重に検討しているとのことです。なお、対象者は、第三者算定機関か

ら買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。

　また、対象者は、法務アドバイザーである長島・大野・常松法律事務所から本公開買付けの意思決定の公正性の担保等

に関して、必要な法的助言を得ているとのことです。

 

ア　独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得
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　対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、当社から提示した本公開買付価格の評価を行うにあたり、その

意思決定過程の公正性を担保すべく、当社及び対象者から独立した第三者算定機関であるフロンティア・マネジメン

トに対象者の株式価値の算定を依頼し、平成25年１月17日にフロンティア・マネジメントから対象者の株式価値評価

に関する本株式価値算定書を取得しているとのことです。なお、フロンティア・マネジメントは、当社及び対象者の関

連当事者には該当しないとのことです。フロンティア・マネジメントは、対象者の株式価値を算定するにあたり、対象

者経営陣から事業の現状及び将来の事業計画等の資料を取得して説明を受け、それらの情報を踏まえて対象者の株式

価値を算定したとのことです。フロンティア・マネジメントが作成した本株式価値算定書では、対象者が継続企業で

あるとの前提の下、多面的に評価する事が適切であると考え、市場株価平均法、類似会社比較法及びディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて、対象者の株式価値の評価を行った

とのことです。フロンティア・マネジメントが各手法に基づき分析した対象者の普通株式１株当たりの株式価値の範

囲はそれぞれ以下のとおりとのことです。

 

市場株価平均法　　684円～726円

類似会社比較法　　941円～1,400円

ＤＣＦ法　　　　　895円～1,051円

 

　市場株価平均法では、平成25年１月17日を評価基準日とし、対象者普通株式の東京証券取引所市場第一部における

１ヶ月間の終値の単純平均値（726円）、３ヶ月間の終値の単純平均値（688円）及び直近の重要事実である平成24年

９月24日付「業績予想の修正に関するお知らせ」の公表の翌営業日から評価基準日までの終値の単純平均値（684

円）を分析し、対象者の１株当たりの株式価値の範囲を684円から726円と算定しているとのことです。

　類似会社比較法では、対象者と類似する事業を営む上場会社の市場株価や収益性を示す財務指標との比較を通じて

対象者の株式価値を分析し、対象者の１株当たりの株式価値の範囲を941円から1,400円と算定しているとのことで

す。

　ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者へのマネージメント・インタビュー、直近までの業績の動向（対象者に

よって公表された平成25年１月18日付「業績予想の修正に関するお知らせ」に記載されている内容を含みます。）及

び一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成25年２月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者が将

来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割引くことによって株式価値を

分析し、対象者の１株当たりの株式価値を895円から1,051円と算定しているとのことです。

　フロンティア・マネジメントは、対象者が第５次中期経営計画を公表した平成23年４月19日以降、平成25年１月17日

現在までの情報及び経済条件を反映した対象者の財務予測（事業計画、対象者によって公表された平成25年１月18日

付「業績予想の修正に関するお知らせ」に記載されている内容、その他の情報を含みます。）の提供を対象者から受

け、これに基づき、類似会社比較法及びＤＣＦ法による対象者の株式価値算定を行っているとのことです。当該財務予

測は、対象者の経営陣により現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に作成されているとのことです。

なお、対象者は、第三者算定機関であるフロンティア・マネジメントから買付価格の公正性に関する意見（フェアネ

ス・オピニオン）は取得していないとのことです。

 

（注）　フロンティア・マネジメントは、対象者の株式価値を算定するにあたり、対象者から提供を受けた情報、一般

に公開された情報等を使用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としてお

り、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っていないとのことです。また、フロンティア・マネジメン

トは対象者及びその関係会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産及び負債の分

析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行って

いないとのことです。

 

イ　独立した法律事務所からの助言

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けに係る審議に慎重を期し、対象者の取締役会の意思決定の

公正性及び適正性を担保するために、法務アドバイザーである長島・大野・常松法律事務所を選任し、本公開買付け

に対する対象者の取締役会の意思決定の方法及び過程等について法的助言を受けているとのことです。なお、対象者

は当初から長島・大野・常松法律事務所を法務アドバイザーとして選任しており、法務アドバイザーを変更した事実

はないとのことです。

 

ウ　利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、フロンティア・マネジメントから対象者の株式価値評価に関する本株式

価値算定書を取得し、また、長島・大野・常松法律事務所からの法的助言を得ながら、本公開買付けに関する諸条件に
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ついて慎重に協議・検討した結果、対象者が当社の連結子会社となることで、対象者の有する食肉生産・調達力、食肉

加工品などの食品に関する商品開発力、生産技術力及び生産インフラ、販売提案力と、当社の有する原材料調達力、食

肉生産・加工処理インフラ及び販売力との連携を強化し、海外展開も含め双方のシナジー効果を最大限発揮すること

で、対象者ひいては当社グループのより一層の収益基盤強化と企業価値の向上が可能となり、かつ、当社及びそのグ

ループ企業も含めた経営資源の更なる活用等により、効率的かつ機動的な事業運営を行うことが可能となるという面

からも、対象者の収益力強化に繋がるものと考えるに至り、平成25年１月18日開催の取締役会において、決議に参加し

た取締役全員の一致により、本公開買付けに賛同の意見を表明することを決議したとのことです。ただし、対象者取締

役会は、本公開買付価格が近時の東京証券取引所における対象者普通株式の市場株価に対して一定のプレミアムが付

されていることや、本公開買付価格が対象者がフロンティア・マネジメントから取得した本株式価値算定書に示され

た評価額のレンジの範囲に含まれることからすれば、本公開買付価格が不合理ではないと判断するものの、本公開買

付けは、当社として対象者株式の上場廃止を企図するものではなく、また、対象者としても、本公開買付け成立後も引

続き対象者株式の上場が維持されるべく対応する方針であることから、決議に参加した取締役全員の一致により、本

公開買付けに応募するか否かについては中立の立場を取り、株主の皆様に判断を委ねることを決議したとのことで

す。また、当該決議に係る議案の審議に参加した監査役（社外監査役を含む）はいずれも、上記決議に異議がない旨の

意見を述べているとのことです。

　なお、対象者取締役の宮下功及び対象者監査役の髙野瀬励は、当社の従業員を兼任しているため、利益相反の疑いを

回避し、対象者における意思決定の公正性及び中立性を保つ観点から、上記決議に関する対象者取締役会の一切の審

議及び決議に参加しておらず、かつ、本公開買付けに関し、当社との協議・交渉に参加していないとのことです。

 

③　本公開買付価格の公正性を担保するための客観的状況の確保

　当社及び対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、対抗的買

収提案者が対象者と接触することを制限するような内容の合意を行っておりません。このように、対抗的な買付け等の

機会が確保されることにより、当社及び対象者は、本公開買付価格の公正性の担保に配慮しております。

 

(4）本公開買付け後の株券等の追加取得予定

　当社は、対象者を当社の連結子会社とすることを企図しており、本公開買付けの成立により、対象者を当社の連結子会社

とした場合には、対象者株式を追加で取得することは現時点において、予定しておりません。

 

(5）上場廃止となる見込み及びその理由

　本公開買付けは、対象者株式の上場廃止を企図するものではありませんが、本公開買付けにおいては、応募を希望される

対象者株主の皆様に対し、広く売却の機会を確保する観点から、買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付けの

結果次第では、対象者株式は東京証券取引所が定める上場廃止基準（以下「上場廃止基準」といいます。）のうち、①株主

数が事業年度の末日において400人未満となった場合において、１年以内に400人以上とならないとき、②流通株式数（上

場株式数から、役員（取締役、会計参与、監査役、執行役）の持株数、発行済株式数の10％以上を所有する株主の持株数（明

らかに固定的所有ではないと認められる株式を除く。）及び自己株式数を控除した株式数）が事業年度の末日において、

2,000単位未満である場合において、１年以内に2,000単位以上とならないとき、③流通株式時価総額（事業年度の末日に

おける最終価格に、事業年度の末日における流通株式数を乗じて得た額）が事業年度の末日において５億円未満となった

場合において、１年以内に５億円以上とならないとき等の上場廃止基準に該当する可能性があり、その場合には、所定の手

続を経て上場廃止となる可能性があります。

　ただし、本公開買付けの結果、対象者株式が上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合、当社は対象者との間で、立会外

分売や売出し等の上場廃止の回避のための対応について誠実に協議し、対象者株式の上場維持に向けた最適な方策を実行

する予定です。なお、上記方策の具体的な対応、実施の詳細及び諸条件につきましては、現在具体的に決定している事項は

ありません。

 

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

買付け等の期間 平成25年１月21日（月曜日）から平成25年２月20日（水曜日）まで（22営業日）

公告日 平成25年１月21日（月曜日）

公告掲載新聞名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載しております。
（電子公告アドレス　http://info.edinet-fsa.go.jp/）
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②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】

　法第27条の10第３項の規定により、対象者から本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買付期間」といい

ます。）の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告書が提出された場合は、公開買付期間は30営業日、平成25年３

月４日（月曜日）までとなります。

 

③【期間延長の確認連絡先】

確認連絡先　　三菱商事株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目３番１号

03（3210）2121（受付案内台）

主計部　予・決算管理チーム　　川上　和義

確認受付時間　平日９時15分から17時30分まで

 

EDINET提出書類

三菱商事株式会社(E02529)

公開買付届出書

 8/41



（２）【買付け等の価格】

株券 普通株式１株につき金950円

新株予約権証券 ―

新株予約権付社債券 ―

株券等信託受益証券

（　　　　）

―

株券等預託証券

（　　　　）

―

算定の基礎

 

　当社は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するにあたり、

当社及び対象者とは独立した第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券に対し、対象者の株式価値の算定を依頼し、平成25年１月17日付で株式価値算定書を取

得して、その参考としております。（なお、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、当社

の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重要な利害関係を有しません。）当社

は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から本公開買付価格の公正性に関する意見

（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

 　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価分析、類似企業比較分析及びＤＣＦ

分析の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行いました。上記各手法において算定

された対象者の普通株式１株当たりの株式価値のレンジはそれぞれ以下のとおりです。

  

 市場株価分析　　　　688円から738円

 類似企業比較分析　　792円から1,118円

 ＤＣＦ分析　　　　　839円から1,280円

  

 （ⅰ）市場株価分析

 　平成25年１月17日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者普通

株式の基準日終値（738円）、過去１ヶ月の終値の単純平均値（726円（小数点以下

四捨五入））、過去３ヶ月の終値の単純平均値（688円（小数点以下四捨五入））、

過去６ヶ月の終値の単純平均値（696円（小数点以下四捨五入））及び過去12ヶ月

の終値の単純平均値（733円（小数点以下四捨五入））をもとに、１株当たりの株式

価値の範囲を688円から738円までと分析しております。

 （ⅱ）類似企業比較分析

 　類似企業比較分析では、本邦上場会社の中から対象者と事業内容等が類似する企業

を複数選定し、市場株価や収益性を示す財務指標との比較を通じて対象者の株式価

値を分析し、１株当たりの株式価値の範囲を792円から1,118円までと分析していま

す。

 （ⅲ）ＤＣＦ分析

 　対象者の事業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を考

慮した平成25年２月期以降の対象者の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すこ

とが期待されるキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割引くことにより

対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値を839円から1,280円までと分析

しております。
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 　当社は、上記の株式価値算定書における対象者の株式価値の算定結果を参考にしつつ、

過去に行われた本公開買付けと同種の公開買付けの際に付与されたプレミアムの実例、

対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者普通株式の市場株価の動

向、本公開買付けに対する応募数の見通し及び対象者との協議・交渉の結果等を総合的

に勘案し、最終的に平成25年１月18日開催の取締役会決議によって、本公開買付価格を１

株当たり950円と決定いたしました。なお、本公開買付価格の算定にあたり、対象者によっ

て公表された平成24年12月21日付「連結子会社の異動（譲渡）及び特別損失の計上に関

するお知らせ」、平成25年１月７日付「平成25年２月期第３四半期決算短信［日本基

準］（連結）」及び平成25年１月18日付「業績予想の修正に関するお知らせ」による影

響を織り込んでおります。

 　本公開買付価格950円は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成25

年１月17日の対象者普通株式の東京証券取引所市場第一部における終値（738円）に

28.73％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過去１ヶ月間（平成24年12月

18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（726円。小数点以下を四捨五入。終

値単純平均値の算出において、以下同じとします。）に30.80％（小数点以下第三位を四

捨五入）のプレミアムを、過去３ヶ月間（平成24年10月18日から平成25年１月17日ま

で）の終値単純平均値（688円）に38.14％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミア

ムを、過去６ヶ月間（平成24年７月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値

（696円）に36.43％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過去12ヶ月間

（平成24年１月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（733円）に29.69％

（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた額に相当します。

 　また、本書提出日の前営業日である平成25年１月18日の対象者普通株式の東京証券取引

所市場第一部における終値（743円）に27.86％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレ

ミアムを加えた額に相当します。

算定の経緯 （本公開買付価格の決定に至る経緯）

 　当社グループは、国内外のネットワークを通じて、エネルギー、金属、機械、化学品、生活

産業関連の多種多様な商品の売買や製造、資源開発、インフラ関連事業、金融事業を行う

ほか、新エネルギー・環境分野等における新しいビジネスモデルや新技術の事業化、総合

商社の持つ機能を活かした各種サービスの提供など、広範な分野で多角的に事業を展開

しております。

 　また、食料分野におきましても、食の安定供給のみならず、近年における食の安全・安心

に対する消費者の意識の更なる高度化やニーズの多様化などに的確に対応するため、当

社は原料の調達から輸送・加工、製品の流通、小売りまでを一貫して担うバリューチェー

ンの強化に取り組んでおります。特に、飼料原料取引、配合飼料製造、家畜生産、食肉処理、

食肉加工、販売の各事業により構成される国内外の飼料・畜産事業において、各事業分野

でのコスト競争力の強化、バリューチェーン全体の拡大を通じて、その機能強化と収益拡

大に取り組んでおり、その一環として、畜産事業や食肉加工品事業を幅広く展開する食肉

メーカーとの関係強化を行ってきました。

 　一方、対象者は当社が発行済株式総数の23.55％（保有割合）を保有する当社の持分法

適用関連会社であり、食肉の調達・生産、食肉加工品などの食品製造及び販売を行ってお

ります。「感動を創る」を経営スピリットとし、対象者が独自に持つバリューチェーンの

強化を目指して積極的な事業投資等を行い、更なる事業拡大に向け取り組んでおります。

近年では、「新たなるステージへの挑戦」を掲げ、消費者のニーズをより一層汲み取り、

価値ある商品・サービスを提供すべく、「販売チャネルの拡大」、「コンシューマ商品の

増強」、「デリカ商品の強化」及び「経営管理体制の強化」を基本戦略として推進して

おり、具体的には、フードサービス分野（コンビニ、外食）向け販売の強化、販売地域の全

国展開の加速、コンシューマ冷凍食品中心のデリカ商品強化などに取り組んでおります。
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 　当社は平成７年の対象者への初回出資以降、段階的に出資比率を引き上げ、食肉などの

取引拡大を図ると共に、平成11年には国産鶏肉生産会社である、ときめきファーム株式会

社を合弁で設立するなど、当社と対象者は国内食肉生産事業及び食肉・加工品取引にお

けるパートナーとして良好な関係を築いてきました。

 　平成19年及び平成20年には、当社は、当時の筆頭株主であった麒麟麦酒株式会社から対

象者の株式を相対取引により取得して持分法適用関連会社とし、以降、当社と対象者は、

相互の独立性を保ちながら、食肉・加工品事業分野において当社が保有する国内外の広

範なネットワークの活用や人的交流、商品等の売買取引の深化及び海外事業への取り組

みなどを通じて相互の事業の更なる発展に注力して参りました。

 　我が国の飼料・畜産業界は、これまで人口と所得の増加に伴う食肉需要の増加に応え、

家畜向け飼料供給量の拡大とともに良質な食肉の生産量を増加し、国内市場に安定供給

することを通じて発展してきました。しかしながら近年の人口減少と高齢化の進行に

よって国内の食肉消費量拡大が望めないなか、相対的に安価な輸入品との競合が増え、集

約化が進む小売業界からの値下げ圧力も強まるなど、経営環境は年々厳しさを増してい

ます。また、飼料・畜産業界を含む食料業界は、世界的な穀物価格の高騰により採算性が

悪化しており、同時に食の安全・安心を含めた消費者ニーズの高度化・多様化への対応

もコスト増加の一因となっております。加えて、我が国の食肉加工品業界におきまして

は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災などの影響により、国産食肉相場は総じて

軟調に推移しております。また、販売面でも、震災後に一時的な需要の増加が見られたも

のの、消費者の節約志向は引き続き強く、依然として厳しい状況で推移しております。

 　当社は、このような環境下、飼料原料の調達から食肉及び加工品の生産・販売までの一

貫した事業運営を行い、外部環境の変化に柔軟に対応できる事業基盤を拡充すること、並

びに当社グループ内での事業ノウハウ・人的資源の有効活用を通じた各事業分野でのコ

スト競争力強化こそが、業界における当社及び対象者の優位性を確保し、安定的な収益基

盤を持続的に発展させる上で重要であると考えております。

 　当社グループとしては、上述の通り、事業環境が一層厳しくなる中、対象者を含めた関連

企業との連結体制において、飼料・畜産分野のバリューチェーンを強化するとともに、各

事業の効率化と経営資源の最適な配分を推し進め、コスト競争力を高めることが急務で

あり、そのために対象者との資本関係強化が必要との判断に至りました。当社は対象者と

の資本関係を強化することにより、対象者のコスト競争力・収益性の向上に資する取組

みや、対象者による当社グループ内の事業資産の更なる活用、積極的な従業員の人材交流

によって、対象者を当社グループの畜産・食肉加工事業の中核会社として成長させてい

きたいと考えております。また、当社は従来から小売・流通業界との資本及び人的関係を

強化しており、対象者の食肉加工品などの食品分野における高い商品開発力と製造技術

力、顧客対応力を活用して、小売・流通業界に潜在する事業機会の獲得を促進したいと考

えております。

 　また、対象者との資本関係を強化することによって、対象者が展開している食肉生産事

業についても、当社が長年に亘って培ってきた事業ノウハウ・経験豊富な人材を対象者

がこれまで以上に活用し、収益性の向上を図ることができるものと考えております。また

同時に、販売事業においても当社の販売子会社を積極的に活用することにより、対象者の

収益拡大に資するとともに、これらによって対象者及び当社グループの収益基盤強化と

企業価値向上が可能であるものと考えております。

EDINET提出書類

三菱商事株式会社(E02529)

公開買付届出書

11/41



 　これを受け、当社は平成24年10月頃に対象者との間で本公開買付けの実施について協議

を開始し、その後複数回に亘り協議を重ねました。その結果、対象者が当社の連結子会社

になることで、対象者の有する食肉生産・調達力、食肉加工品などの食品に関する商品開

発力、生産技術力及び生産インフラ、販売提案力と、当社の有する原材料調達力、食肉生産

・加工処理インフラ及び販売力との連携を強化し、海外展開も含め双方のシナジー効果

を最大限発揮することで、対象者ひいては当社グループのより一層の収益基盤強化と企

業価値の向上が可能となるとの結論に至り、平成25年１月18日開催の当社取締役会にお

いて、本公開買付けを実施することを決定しました。

  

 ①　算定の際に意見を聴取した第三者の名称

 　当社は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するにあた

り、当社及び対象者とは独立した第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券に対し、対象者の株式価値の算定を依頼し、平成25年１月17日付で株式価値算

定書を取得して、その参考としております。（なお、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券は、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重要な利害関係を有し

ません。）当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から本公開買付価格の公正性

に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

  

 ②　意見の概要

 　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価分析、類似企業比較分析及びＤＣ

Ｆ分析の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行いました。上記各手法において

算定された対象者の普通株式１株当たりの株式価値のレンジはそれぞれ以下のとおり

です。

  

 市場株価分析　　　　688円から738円

 類似企業比較分析　　792円から1,118円

 ＤＣＦ分析　　　　　839円から1,280円

  

 （ⅰ）市場株価分析

 　平成25年１月17日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者普

通株式の基準日終値（738円）、過去１ヶ月の終値の単純平均値（726円（小数点

以下四捨五入））、過去３ヶ月の終値の単純平均値（688円（小数点以下四捨五

入））、過去６ヶ月の終値の単純平均値（696円（小数点以下四捨五入））及び過

去12ヶ月の終値の単純平均値（733円（小数点以下四捨五入））をもとに、１株当

たりの株式価値の範囲を688円から738円までと分析しております。

 （ⅱ）類似企業比較分析

 　類似企業比較分析では、本邦上場会社の中から対象者と事業内容等が類似する企

業を複数選定し、市場株価や収益性を示す財務指標との比較を通じて対象者の株

式価値を分析し、１株当たりの株式価値の範囲を792円から1,118円までと分析し

ています。

 （ⅲ）ＤＣＦ分析

 　対象者の事業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を

考慮した平成25年２月期以降の対象者の収益予想に基づき、対象者が将来生み出

すことが期待されるキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割引くこと

により対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値を839円から1,280円ま

でと分析しております。
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 ③　第三者の意見を踏まえて本公開買付価格を決定するに至った経緯

 　当社は、上記の株式価値算定書における対象者の株式価値の算定結果を参考にしつ

つ、過去に行われた本公開買付けと同種の公開買付けの際に付与されたプレミアムの

実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者普通株式の市場株

価の動向、本公開買付けに対する応募数の見通し及び対象者との協議・交渉の結果等

を総合的に勘案し、最終的に平成25年１月18日開催の取締役会決議によって、本公開買

付価格を１株当たり950円と決定いたしました。なお、本公開買付価格の算定にあたり、

対象者によって公表された平成24年12月21日付「連結子会社の異動（譲渡）及び特別

損失の計上に関するお知らせ」、平成25年１月７日付「平成25年２月期第３四半期決

算短信［日本基準］（連結）」及び平成25年１月18日付「業績予想の修正に関するお

知らせ」による影響を織り込んでおります。

 　本公開買付価格950円は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成

25年１月17日の対象者普通株式の東京証券取引所市場第一部における終値（738円）

に28.73％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過去１ヶ月間（平成24年

12月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（726円。小数点以下を四捨五

入。終値単純平均値の算出において、以下同じとします。）に30.80％（小数点以下第三

位を四捨五入）のプレミアムを、過去３ヶ月間（平成24年10月18日から平成25年１月

17日まで）の終値単純平均値（688円）に38.14％（小数点以下第三位を四捨五入）の

プレミアムを、過去６ヶ月間（平成24年７月18日から平成25年１月17日まで）の終値

単純平均値（696円）に36.43％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過

去12ヶ月間（平成24年１月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（733

円）に29.69％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた額に

相当します。

 　また、本書提出日の前営業日である平成25年１月18日の対象者普通株式の東京証券取

引所市場第一部における終値（743円）に27.86％（小数点以下第三位を四捨五入）の

プレミアムを加えた額に相当します。

  

 （買付価格の評価の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置）

 　対象者は、本書提出日現在において当社の子会社ではありませんが、当社は対象者の普

通株式6,786,000株（保有割合：23.55％）を保有し、対象者を持分法適用関連会社とし

ていること等に鑑み、当社及び対象者は、本公開買付けの公正性を担保するために以下の

ような措置を講じております（なお、以下の記載のうち、対象者による措置は、当社が対

象者より受けた説明を記載しております。）。

  

 ①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　当社は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するにあた

り、当社及び対象者とは独立した第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券に対し、対象者の株式価値の算定を依頼し、平成25年１月17日付で株式価値算

定書を取得して、その参考としております。（なお、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券は、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重要な利害関係を有し

ません。）当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から本公開買付価格の公正性

に関する意見（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

 　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価分析、類似企業比較分析及びＤＣ

Ｆ分析の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行いました。上記各手法において

算定された対象者の普通株式１株当たりの株式価値のレンジはそれぞれ以下のとおり

です。

 市場株価分析　　　　688円から738円

 類似企業比較分析　　792円から1,118円

 ＤＣＦ分析　　　　　839円から1,280円
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 （ⅰ）市場株価分析

 　平成25年１月17日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者普

通株式の基準日終値（738円）、過去１ヶ月の終値の単純平均値（726円（小数点

以下四捨五入））、過去３ヶ月の終値の単純平均値（688円（小数点以下四捨五

入））、過去６ヶ月の終値の単純平均値（696円（小数点以下四捨五入））及び過

去12ヶ月の終値の単純平均値（733円（小数点以下四捨五入））をもとに、１株当

たりの株式価値の範囲を688円から738円までと分析しております。

 （ⅱ）類似企業比較分析

 　類似企業比較分析では、本邦上場会社の中から対象者と事業内容等が類似する企

業を複数選定し、市場株価や収益性を示す財務指標との比較を通じて対象者の株

式価値を分析し、１株当たりの株式価値の範囲を792円から1,118円までと分析し

ています。

 （ⅲ）ＤＣＦ分析

 　対象者の事業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を

考慮した平成25年２月期以降の対象者の収益予想に基づき、対象者が将来生み出

すことが期待されるキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割引くこと

により対象者の株式価値を評価し、１株当たりの株式価値を839円から1,280円ま

でと分析しております。

 　当社は、上記の株式価値算定書における対象者の株式価値の算定結果を参考にしつ

つ、過去に行われた本公開買付けと同種の公開買付けの際に付与されたプレミアムの

実例、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者普通株式の市場株

価の動向、本公開買付けに対する応募数の見通し及び対象者との協議・交渉の結果等

を総合的に勘案し、最終的に平成25年１月18日開催の取締役会決議によって、本公開買

付価格を１株当たり950円と決定いたしました。なお、本公開買付価格の算定にあたり、

対象者によって公表された平成24年12月21日付「連結子会社の異動（譲渡）及び特別

損失の計上に関するお知らせ」、平成25年１月７日付「平成25年２月期第三四半期決

算短信［日本基準］（連結）」及び平成25年１月18日付「業績予想の修正に関するお

知らせ」による影響を織り込んでおります。

 　本公開買付価格950円は、本公開買付け実施についての公表日の前営業日である平成

25年１月17日の対象者普通株式の東京証券取引所市場第一部における終値（738円）

に28.73％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過去１ヶ月間（平成24年

12月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（726円。小数点以下を四捨五

入。終値単純平均値の算出において、以下同じとします。）に30.80％（小数点以下第三

位を四捨五入）のプレミアムを、過去３ヶ月間（平成24年10月18日から平成25年１月

17日まで）の終値単純平均値（688円）に38.14％（小数点以下第三位を四捨五入）の

プレミアムを、過去６ヶ月間（平成24年７月18日から平成25年１月17日まで）の終値

単純平均値（696円）に36.43％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムを、過

去12ヶ月間（平成24年１月18日から平成25年１月17日まで）の終値単純平均値（733

円）に29.69％（小数点以下第三位を四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた額に

相当します。

 　また、本書提出日の前営業日である平成25年１月18日の対象者普通株式の東京証券取

引所市場第一部における終値（743円）に27.86％（小数点以下第三位を四捨五入）の

プレミアムを加えた額に相当します。
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 ②　対象者による公正性を担保するための措置

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、取締役会において、本公開買付けに賛同の

意見を表明し、かつ、本公開買付けへの応募については、株主の皆様のご判断に委ねる

旨の決議を行うにあたり、以下のように、当社及び対象者とは独立した第三者算定機関

であるフロンティア・マネジメントから株式価値算定書を取得しているとのことで

す。本公開買付けに対する賛同の判断に当たってはこれを参考に慎重に検討している

とのことです。なお、対象者は、第三者算定機関から買付価格の公正性に関する意見

（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。

 　また、対象者は、法務アドバイザーである長島・大野・常松法律事務所から本公開買

付けの意思決定の公正性の担保等に関して、必要な法的助言を得ているとのことです。

  

 ア　独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、当社から提示した本公開買付

価格の評価を行うにあたり、その意思決定過程の公正性を担保すべく、当社及び対象

者から独立した第三者算定機関であるフロンティア・マネジメントに対象者の株式

価値の算定を依頼し、平成25年１月17日にフロンティア・マネジメントから対象者

の株式価値評価に関する本株式価値算定書を取得しているとのことです。なお、フロ

ンティア・マネジメントは、当社及び対象者の関連当事者には該当しないとのこと

です。フロンティア・マネジメントは、対象者の株式価値を算定するにあたり、対象

者経営陣から事業の現状及び将来の事業計画等の資料を取得して説明を受け、それ

らの情報を踏まえて対象者の株式価値を算定したとのことです。フロンティア・マ

ネジメントが作成した本株式価値算定書では、対象者が継続企業であるとの前提の

下、多面的に評価する事が適切であると考え、市場株価平均法、類似会社比較法及び

ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の

各手法を用いて、対象者の株式価値の評価を行ったとのことです。フロンティア・マ

ネジメントが各手法に基づき分析した対象者の普通株式１株当たりの株式価値の範

囲はそれぞれ以下のとおりとのことです。

  

 市場株価平均法　　684円～726円

 類似会社比較法　　941円～1,400円

 ＤＣＦ法　　　　　895円～1,051円

  

 　市場株価平均法では、平成25年１月17日を評価基準日とし、対象者普通株式の東京

証券取引所市場第一部における１ヶ月間の終値の単純平均値（726円）、３ヶ月間の

終値の単純平均値（688円）及び直近の重要事実である平成24年９月24日付「業績

予想の修正に関するお知らせ」の公表の翌営業日から評価基準日までの終値の単純

平均値（684円）を分析し、対象者の１株当たりの株式価値の範囲を684円から726円

と算定しているとのことです。

 　類似会社比較法では、対象者と類似する事業を営む上場会社の市場株価や収益性を

示す財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を分析し、対象者の１株当たりの

株式価値の範囲を941円から1,400円と算定しているとのことです。

 　ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者へのマネージメント・インタビュー、直近

までの業績の動向（対象者によって公表された平成25年１月18日付「業績予想の修

正に関するお知らせ」に記載されている内容を含みます。）及び一般に公開された

情報等の諸要素を考慮した平成25年２月期以降の対象者の将来の収益予想に基づ

き、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引

率で現在価値に割引くことによって株式価値を分析し、対象者の１株当たりの株式

価値を895円から1,051円と算定しているとのことです。
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 　フロンティア・マネジメントは、対象者が第５次中期経営計画を公表した平成23年

４月19日以降、平成25年１月17日現在までの情報及び経済条件を反映した対象者の

財務予測（事業計画、対象者によって公表された平成25年１月18日付「業績予想の

修正に関するお知らせ」に記載されている内容、その他の情報を含みます。）の提供

を対象者から受け、これに基づき、類似会社比較法及びＤＣＦ法による対象者の株式

価値算定を行っているとのことです。当該財務予測は、対象者の経営陣により現時点

で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に作成されているとのことです。な

お、対象者は、第三者算定機関であるフロンティア・マネジメントから買付価格の公

正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。

  

 イ　独立した法律事務所からの助言

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けに係る審議に慎重を期し、

対象者の取締役会の意思決定の公正性及び適正性を担保するために、法務アドバイ

ザーである長島・大野・常松法律事務所を選任し、本公開買付けに対する対象者の

取締役会の意思決定の方法及び過程等について法的助言を受けているとのことで

す。なお、対象者は当初から長島・大野・常松法律事務所を法務アドバイザーとして

選任しており、法務アドバイザーを変更した事実はないとのことです。

  

 ウ　利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、フロンティア・マネジメントから対象

者の株式価値評価に関する本株式価値算定書を取得し、また、長島・大野・常松法律

事務所からの法的助言を得ながら、本公開買付けに関する諸条件について慎重に協

議・検討した結果、対象者が当社の連結子会社となることで、対象者の有する食肉生

産・調達力、食肉加工品などの食品に関する商品開発力、生産技術力及び生産インフ

ラ、販売提案力と、当社の有する原材料調達力、食肉生産・加工処理インフラ及び販

売力との連携を強化し、海外展開も含め双方のシナジー効果を最大限発揮すること

で、対象者ひいては当社グループのより一層の収益基盤強化と企業価値の向上が可

能となり、かつ、当社及びそのグループ企業も含めた経営資源の更なる活用等によ

り、効率的かつ機動的な事業運営を行うことが可能となるという面からも、対象者の

収益力強化に繋がるものと考えるに至り、平成25年１月18日開催の取締役会におい

て、決議に参加した取締役全員の一致により、本公開買付けに賛同の意見を表明する

ことを決議したとのことです。ただし、対象者取締役会は、本公開買付価格が近時の

東京証券取引所における対象者普通株式の市場株価に対して一定のプレミアムが付

されていることや、本公開買付価格が対象者がフロンティア・マネジメントから取

得した本株式価値算定書に示された評価額のレンジの範囲に含まれることからすれ

ば、本公開買付価格が不合理ではないと判断するものの、本公開買付けは、当社とし

て対象者株式の上場廃止を企図するものではなく、また、対象者としても、本公開買

付け成立後も引続き対象者株式の上場が維持されるべく対応する方針であることか

ら、決議に参加した取締役全員の一致により、本公開買付けに応募するか否かについ

ては中立の立場を取り、株主の皆様に判断を委ねることを決議したとのことです。ま

た、当該決議に係る議案の審議に参加した監査役（社外監査役を含む）はいずれも、

上記決議に異議がない旨の意見を述べているとのことです。

 　なお、対象者取締役の宮下功及び対象者監査役の髙野瀬励は、当社の従業員を兼任

しているため、利益相反の疑いを回避し、対象者における意思決定の公正性及び中立

性を保つ観点から、上記決議に関する対象者取締役会の一切の審議及び決議に参加

しておらず、かつ、本公開買付けに関し、当社との協議・交渉に参加していないとの

ことです。
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 ③　本公開買付価格の公正性を担保するための客観的状況の確保

 　当社及び対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引

保護条項を含む合意等、対抗的買収提案者が対象者と接触することを制限するような

内容の合意を行っておりません。このように、対抗的な買付け等の機会が確保されるこ

とにより、当社及び対象者は、本公開買付価格の公正性の担保に配慮しております。

　（注）　フロンティア・マネジメントは、対象者の株式価値を算定するにあたり、対象者から提供を受けた情報、一般に公開され

た情報等を使用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正

確性及び完全性の検証を行っていないとのことです。また、フロンティア・マネジメントは対象者及びその関係会社

の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又

は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っていないとのことです。

 

（３）【買付予定の株券等の数】

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

18,584,347（株） 5,899,200（株） ―（株）

　（注１）　応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（5,899,200株）に満たない場合には、応募株券等の全部の買付け等を行

いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（5,899,200株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等

を行います。

　（注２）　本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。

　（注３）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、買付予定数は本公開買付けにより当社が取

得する対象者の株券等の最大数（18,584,347株）を記載しております。当該最大数は、対象者が平成25年１月15日

に提出した第44期第３四半期報告書に記載された平成24年11月30日現在の発行済株式総数（28,809,701株）から、

対象者が平成25年１月７日に提出した平成25年２月期第３四半期決算短信［日本基準］（連結）に記載された平

成24年11月30日現在の対象者が保有する自己株式数（3,439,354株）及び本書提出日現在、当社が保有する対象者

の普通株式数（6,786,000株）を控除した株式数です。

　（注４）　単元未満株式も本公開買付けの対象となります。なお、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下

同じとします。）にしたがって株主による単元未満株式買取請求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に

従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ります。
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５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 185,843

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) ―

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(c)

―

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年１月21日現在）（個）(d) 67,860

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) ―

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(f)

―

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年１月21日現在）（個）(g) 4,158

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) ―

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(i)

―

対象者の総株主等の議決権の数（平成24年11月30日現在）（個）(j) 253,214

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合
((a)／(j))（％）

73.25

買付け等を行った後における株券等所有割合
((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）

100.00

　（注１）　「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定数（18,584,347株）に係る議

決権の数を記載しております。

　（注２）　「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年１月21日現在）（個）(g)」は、各特別関係者が所有する株

券等（ただし、対象者が所有する自己株式及び特別関係者のうち法第27条の２第１項各号における株券等所有割合

の計算において府令第３条第２項第１号に基づき特別関係者から除外される者（以下「小規模所有者」といいま

す。）が保有する株式は除きます。）に係る議決権の数の合計を記載しております。なお、本公開買付けにおいては、

特別関係者の所有株券等（対象者が所有する自己株式を除きます。）も本公開買付けの対象としているため「買付

け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成

25年１月21日現在）（個）(g)」は分子に加算しておりません。

　（注３）　「対象者の総株主等の議決権の数（平成24年11月30日現在）（個）(j)」は、対象者が平成25年１月15日に提出した

第44期第３四半期報告書に記載された平成24年11月30日現在の総株主等の議決権の数です。ただし、本公開買付け

においては、単元未満株式も本公開買付けの対象としているため、「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主

等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、対象者の

上記第３四半期報告書に記載された平成24年11月30日現在の発行済株式総数（28,809,701株）から、対象者が平成

25年１月７日に提出した平成25年２月期第３四半期決算短信［日本基準］（連結）に記載された平成24年11月30

日現在の対象者が保有する自己株式数（3,439,354株）を控除した株式数（25,370,347株）に係る議決権の数

（253,703個）を「対象者の総株主等の議決権の数(j)」として計算しています。

　（注４）　「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における

株券等所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しています。
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６【株券等の取得に関する許可等】

（１）【株券等の種類】

普通株式

 

（２）【根拠法令】

　当社は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。その後の改正を含みます。以下

「独占禁止法」といいます。）第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる対象者株式の取得

（以下「本件株式取得」といいます。）に関する計画をあらかじめ届け出なければならず（以下、当該届出を「事前

届出」といいます。）、同条第８項により、原則として、事前届出受理の日から30日（短縮される場合もあります。）を

経過するまでは、本件株式取得をすることができません（以下、株式の取得が禁止される当該期間を「取得禁止期

間」といいます。）。

　また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株式の取

得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることができます

（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。公正取引委員会は、排除措置命令をしようとすると

きは、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知しなければなりませんが（同法第49条第５項。以下「排除措置

命令の事前通知」といいます。）、事前届出に係る株式取得に関する計画に対する排除措置命令の事前通知は、一定の

期間（上記事前届出が受理された日から原則30日間ですが、延長又は短縮される場合もあります。以下「措置期間」

といいます。）内に行うこととされています（同法第10条第９項）。なお、公正取引委員会は、排除措置命令の事前通

知をしないこととした場合、その旨の通知（以下「排除措置命令を行わない旨の通知」といいます。）をするものと

されております（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条までの規定による認可の申請、

報告及び届出等に関する規則（昭和28年公正取引委員会規則第１号）第９条）。

　当社は、本件株式取得に関して、平成24年11月13日に公正取引委員会に対して事前届出を行い、同日付で受理されて

おります。また、当社は、公正取引委員会より平成24年12月５日付で排除措置命令を行わない旨の通知及び禁止期間の

短縮の通知を受領したため、措置期間は同日をもって終了しております。

 

（３）【許可等の日付及び番号】

許可等をした機関の名称　　公正取引委員会

許可等の日付　　平成24年12月５日（排除措置命令を行わない旨の通知を受けたことによる）

許可等の番号　　平成24年12月５日付公経企第700号（排除措置命令を行わない旨の通知書の番号）

平成24年12月５日付公経企第701号（禁止期間の短縮の通知書の番号）

 

７【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

①　公開買付代理人

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号

②　本公開買付けに係る株券等の買付け等の申込みに対する売付け等の申込みをされる方（以下「応募株主等」といいま

す。）は、公開買付代理人の本店又は全国各支店において、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載の上、公開

買付期間末日の16時00分までに応募して下さい。なお、応募の際にはご印鑑をご用意下さい。

③　公開買付代理人に口座を開設していない場合には、新規に口座を開設していただく必要があります。公開買付代理人に

新規に口座を開設される場合、本人確認書類（注１）が必要になります。また、既に口座を開設されている場合であって

も、本人確認書類が必要な場合があります。なお、本人確認書類等の詳細につきましては、公開買付代理人にお尋ね下さ

い。

④　株券等の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に開設した応募株主等名義の口座（以下「応募株主

等口座」といいます。）に、応募する予定の株券等が記録されている必要があります。そのため、応募する予定の株券等

が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に開設された口座に記録されている場合（対象者の株主名簿管理人であ

る三井住友信託銀行株式会社に開設された特別口座に記録されている場合を含みます。）は、応募に先立ち、応募株主等

口座への振替手続を完了していただく必要があります。なお、振替手続には一定の日数を要する場合がありますので、ご

注意下さい。また、一度応募株主等口座へ振り替えられた応募株券等については再度上記特別口座へ記録することはで

きません。

⑤　本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等を経由した応募の受付は行われません。

⑥　応募の受付に際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、「公開買付応募申込受付票」が交付されます。

⑦　日本の居住者である個人株主の場合、買付けられた株券等に係る売却代金と取得費等との差額は、原則として株式等の
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譲渡所得等に関する申告分離課税（注２）の適用対象となります。

⑧　外国の居住者である株主（法人株主を含みます。以下「外国人株主」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人を

通じて公開買付代理人に応募して下さい。また、本人確認書類（注１）が必要になります。

 

（注１）　本人確認書類について

　公開買付代理人に新規に口座を開設される場合等には、次の本人確認書類が必要になります。

個人・・・・・・住民票の写し（６ヶ月以内に作成の原本）、健康保険証、運転免許証、旅券（パスポー

ト）、住民基本台帳カード等（氏名、住所、生年月日のすべてを確認できるもの）

法人・・・・・・登記簿謄本、官公庁から発行された書類等（６ヶ月以内に作成のもので、名称及び本

店又は主たる事務所の所在地の両方を確認できるもの）

法人自体の本人確認に加え、取引担当者（当該法人の代表者が取引する場合はその代

表者）個人の本人確認が必要になります。

外国人株主・・・外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の場合、日

本国政府の承認した外国政府又は権限のある国際機関の発行した書類その他これに

類するもので、居住者の本人確認書類に準じるもの。

 

（注２）　日本の居住者の株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）

日本の居住者である個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得には、原則として申告分離課税が適

用されます。税務上の具体的なご質問等は税理士などの専門家にご相談いただき、株主ご自身でご判断い

ただきますようお願い申し上げます。

 

（２）【契約の解除の方法】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の解

除をされる場合は、公開買付期間末日の16時00分までに、下記に指定する者の本店又は全国各支店に「公開買付応募

申込受付票」及び本公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送付

して下さい。契約の解除は、解除書面が下記に指定する者に交付され、又は到達したときに効力を生じます。但し、送付

の場合は、解除書面が公開買付期間末日の16時00分までに下記に指定する者に到達することを条件とします。

解除書面を受領する権限を有する者

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号

（その他三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社全国各支店）

 

（３）【株券等の返還方法】

　応募株主等が上記「(2）契約の解除の方法」に記載の方法により本公開買付けに係る契約の解除を申し出た場合に

は、解除手続終了後速やかに、後記「10　決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に記載の方法により応募株券等を

返還します。

 

（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号
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８【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金等】

買付代金（円）(a) 17,655,129,650

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 100,000,000

その他(c) 15,000,000

合計(a)＋(b)＋(c) 17,770,129,650

　（注１）　「買付代金（円）(a)」欄には、本公開買付けにおける買付予定数（18,584,347株）に、１株当たりの本公開買付価格

（950円）を乗じた金額を記載しています。「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を

記載しています。

　（注２）　「その他(c)」欄には本公開買付けに関する公告に要する費用及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸

費用につき、その見積額を記載しています。

　（注３）　上記金額には消費税等は含まれていません。

　（注４）　その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は本公開買付け終了後まで未定で

す。

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】

種類 金額（千円）

当座預金 43,078,059

計(a) 43,078,059

 

②【届出日前の借入金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計 ―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ―
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③【届出日以後に借入れを予定している資金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計(b) ―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計(c) ―

 

④【その他資金調達方法】

内容 金額（千円）

― ―

計(d) ―

 

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】

43,078,059千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)）

 

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】

　該当事項はありません。

 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】

　該当事項はありません。

 

１０【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号

 

（２）【決済の開始日】

平成25年２月27日（水曜日）

（注）　法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がなされた意見表

明報告書が提出された場合は、決済の開始日は平成25年３月11日（月曜日）となります。

 

（３）【決済の方法】

　公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主の場合はその常任

代理人）の住所又は所在地宛に郵送します。

　買付けは、現金にて行います。買い付けられた株券等に係る売却代金は、応募株主等（外国人株主の場合はその常任

代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等（外国人株主の場合はその常任

代理人）の指定した場所へ送金します。
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（４）【株券等の返還方法】

　下記「11　その他買付け等の条件及び方法」の「(1）法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容」及び

「(2）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券等の全

部の買付け等を行わないこととなった場合には、決済の開始日（公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った

日）以後速やかに、返還すべき株券等を応募が行われた直前の記録に戻すことにより返還します。

 

１１【その他買付け等の条件及び方法】

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】

　応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（5,899,200株）に満たない場合には、応募株券等の全部の買付け等を行

いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（5,899,200株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を

行います。

 

（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】

　令第14条第１項第１号イ乃至リ及びヲ乃至ソ、第３号イ乃至チ及びヌ並びに同条第２項第３号乃至第６号に定める

事項のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。なお、令第14条第１項第３号ヌにつ

いては、同号イからリまでに掲げる事由に準ずる事項として、対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な

事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていることが判明した場合をいいます。

　撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間の末日ま

でに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公表を行い、その後直ちに公告を行います。

 

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】

　法第27条の６第１項第１号の規定により、対象者が公開買付期間中に令第13条第１項に定める行為を行った場合は、

府令第19条第１項に定める基準により買付け等の価格の引下げを行うことがあります。

　買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開

買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告

を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後

の買付け等の価格により買付け等を行います。

 

（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の解除

の方法については、前記「７　応募及び契約の解除の方法」の「(2）契約の解除の方法」に記載の方法によるものと

します。

　なお、公開買付者は応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払いを応募株主

等に請求しません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。解除を申し出られた場合に

は、応募株券等は当該解除の申出に係る手続終了後、速やかに前記「10　決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に

記載の方法により返還します。

 

（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

　公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件等の変更

を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更内容等につき電子公告を行い、その旨を日

本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する

方法により公表を行い、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前

の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付け等を行います。
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（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

　訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、法第27条の８第11項但書に規定する場合を除き、直ちに訂正届出書に

記載した内容のうち、公開買付開始公告に記載した内容に係るものを府令第20条に規定する方法により公表します。

また、直ちに公開買付説明書を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては、訂正した公

開買付説明書を交付して訂正します。ただし、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び

訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付する方法により訂正します。

 

（７）【公開買付けの結果の開示の方法】

　本公開買付けの結果については、公開買付期間の末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する方法に

より公表します。

 

（８）【その他】

　本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、また、米国の郵便

その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（ファクシミリ、電子メール、インターネット通信、テレックス及び

電話を含みますが、これらに限りません。）を利用して行われるものでもなく、更に米国の証券取引所施設を通じて行

われるものでもありません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募

することはできません。

　また、本公開買付届出書又は関連する買付書類は米国において、若しくは米国に向けて、又は米国内から、郵送その他

の方法によって送付又は配布されるものではなく、係る送付又は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は

間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けできません。

　本公開買付けへの応募に際し、応募株主等（外国人株主の場合は常任代理人）は公開買付代理人に対し、以下の表明

及び保証を行うことを求められることがあります。

　応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても米国に所在していないこと。本公

開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向け

て、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていないこと。買付け若しくは公開買付応募申込書の署名交付に

関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（ファクシミリ、電子メー

ル、インターネット通信、テレックス及び電話を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を

使用していないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者ではないこと（当該他の者

が買付けに関する全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。
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第２【公開買付者の状況】
 

１【会社の場合】

（１）【会社の概要】

①【会社の沿革】

 

②【会社の目的及び事業の内容】

 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】

 

④【大株主】

  年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式の数
（千株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

    年　月　日現在

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

計 ―

 

（２）【経理の状況】

①【貸借対照表】

 

②【損益計算書】

 

③【株主資本等変動計算書】
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（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

①【公開買付者が提出した書類】

イ【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　平成23年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　平成24年６月26日　関東財務局長に提出

 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　平成24年度第２四半期（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）　平成24年11月14日　関東財務局長

に提出

 

　事業年度　平成24年度第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）　平成25年２月14日を目途に関東

財務局長に提出予定

 

ハ【訂正報告書】

　該当事項はありません。

 

②【上記書類を縦覧に供している場所】

三菱商事株式会社　本店

（東京都千代田区丸の内二丁目３番１号）

 

三菱商事株式会社　中部支社

（名古屋市中村区名駅一丁目１番４号）

 

三菱商事株式会社　関西支社

（大阪市北区梅田二丁目２番22号）

 

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

 

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

 

２【会社以外の団体の場合】

　該当事項はありません。

 

３【個人の場合】

　該当事項はありません。
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】
 

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

   （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 72,335（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 72,335 ― ―

所有株券等の合計数 72,335 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注１）　上記の「所有する株券等の数」には、小規模所有者が保有する株券等に係る議決権の数317個を含めております。な

お、かかる議決権の数は、上記「第１　公開買付要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」にお

いて、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。

　（注２）　特別関係者である対象者は、対象者の普通株式3,439,354株（保有割合11.94％）を保有しておりますが、全て自己株

式であるため、議決権はありません。

 

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】

   （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 67,860（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 67,860 ― ―

所有株券等の合計数 67,860 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

   （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 4,475（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 4,475 ― ―

所有株券等の合計数 4,475 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注１）　上記の「所有する株券等の数」には、小規模所有者が保有する株券等に係る議決権の数317個を含めております。な

お、かかる議決権の数は、上記「第１　公開買付要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」にお

いて、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。

　（注２）　特別関係者である対象者は、対象者の普通株式3,439,354株（保有割合11.94％）を保有しておりますが、全て自己株

式であるため、議決権はありません。

 

（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

①【特別関係者】

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 米久株式会社

住所又は所在地 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地

職業又は事業の内容
加工品（ハム・ソーセージ・デリカテッセン）の製造販売、食肉の処理加工販売、
飲食店の経営、飲料の製造販売等

連絡先
連絡者：米久株式会社　経営企画室
連絡場所：静岡県沼津市岡宮寺林1259番地
電話番号：055－929－2750

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者

 

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 藤井　明

住所又は所在地 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地（対象者所在地）

職業又は事業の内容 対象者　代表取締役社長

連絡先
連絡者：米久株式会社　経営企画室
連絡場所：静岡県沼津市岡宮寺林1259番地
電話番号：055－929－2750

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員
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 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 中西　安廣

住所又は所在地 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地（対象者所在地）

職業又は事業の内容 対象者　取締役

連絡先
連絡者：米久株式会社　経営企画室
連絡場所：静岡県沼津市岡宮寺林1259番地
電話番号：055－929－2750

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 宮下　功

住所又は所在地 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地（対象者所在地）

職業又は事業の内容 対象者　取締役

連絡先
連絡者：米久株式会社　経営企画室
連絡場所：静岡県沼津市岡宮寺林1259番地
電話番号：055－929－2750

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 福西　毅

住所又は所在地 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地（対象者所在地）

職業又は事業の内容 対象者　取締役

連絡先
連絡者：米久株式会社　経営企画室
連絡場所：静岡県沼津市岡宮寺林1259番地
電話番号：055－929－2750

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 土屋　昌樹

住所又は所在地 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地（対象者所在地）

職業又は事業の内容 対象者　常勤監査役

連絡先
連絡者：米久株式会社　経営企画室
連絡場所：静岡県沼津市岡宮寺林1259番地
電話番号：055－929－2750

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

EDINET提出書類

三菱商事株式会社(E02529)

公開買付届出書

29/41



 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 丹田　雅敏

住所又は所在地 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地（対象者所在地）

職業又は事業の内容 対象者　取締役

連絡先
連絡者：米久株式会社　経営企画室
連絡場所：静岡県沼津市岡宮寺林1259番地
電話番号：055－929－2750

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 三菱ＵＦＪリース株式会社

住所又は所在地 東京都千代田区丸の内１丁目５番１号

職業又は事業の内容 各種物件のリース・割賦販売、各種ファイナンス業務、国際業務　他

連絡先
連絡者：三菱ＵＦＪリース株式会社
連絡場所：東京都千代田区丸の内１丁目５番１号
電話番号：03－6865－3000（代表）

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 三菱オートリース株式会社

住所又は所在地 東京都港区芝５丁目34番７号

職業又は事業の内容 自動車・輸送用機械器具等の賃貸借・売買及び割賦販売、債券買取り・譲渡　他

連絡先
連絡者：三菱オートリース株式会社
連絡場所：東京都港区芝５丁目34番７号
電話番号：03－5476－0111（代表）

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

 （平成25年１月21日現在）

氏名又は名称 吉田　健一

住所又は所在地 東京都港区芝2－29－14（会社所在地）

職業又は事業の内容 フードリンク株式会社　代表取締役

連絡先
連絡者：フードリンク株式会社
連絡場所：東京都港区芝2－29－14
電話番号：03－5444－8630（代表）

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員
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②【所有株券等の数】

米久株式会社  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 0（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 0 ― ―

所有株券等の合計数 0 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　特別関係者である対象者は、対象者の普通株式3,439,354株（保有割合11.94％）を保有しておりますが、全て自己株式

であるため、議決権はありません。

 

藤井　明  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 559（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 559 ― ―

所有株券等の合計数 559 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

EDINET提出書類

三菱商事株式会社(E02529)

公開買付届出書

31/41



中西　安廣  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 138（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 138 ― ―

所有株券等の合計数 138 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　中西安廣氏は小規模所有者に該当いたしますので、中西安廣氏の所有株券等の合計数は、上記「第１　公開買付要項」の

「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成

25年１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。

 

宮下　功  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 67（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 67 ― ―

所有株券等の合計数 67 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　宮下功氏は小規模所有者に該当いたしますので、宮下功氏の所有株券等の合計数は、上記「第１　公開買付要項」の「５

　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年

１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。
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福西　毅  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 67（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 67 ― ―

所有株券等の合計数 67 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　福西毅氏は小規模所有者に該当いたしますので、福西毅氏の所有株券等の合計数は、上記「第１　公開買付要項」の「５

　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成25年

１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。

 

土屋　昌樹  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 34（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 34 ― ―

所有株券等の合計数 34 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　土屋昌樹氏は小規模所有者に該当いたしますので、土屋昌樹氏の所有株券等の合計数は、上記「第１　公開買付要項」の

「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成

25年１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。
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丹田　雅敏  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 6（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 6 ― ―

所有株券等の合計数 6 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　丹田雅敏氏は小規模所有者に該当いたしますので、丹田雅敏氏の所有株券等の合計数は、上記「第１　公開買付要項」の

「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成

25年１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。

 

三菱ＵＦＪリース株式会社  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 1,599（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 1,599 ― ―

所有株券等の合計数 1,599 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

三菱オートリース株式会社  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 2,000（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 2,000 ― ―

所有株券等の合計数 2,000 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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吉田　健一  （平成25年１月21日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　吉田健一氏は小規模所有者に該当いたしますので、吉田健一氏の所有株券等の合計数は、上記「第１　公開買付要項」の

「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成

25年１月21日現在）（個）(g)」に含まれておりません。

 

２【株券等の取引状況】

（１）【届出日前60日間の取引状況】

　該当事項はありません。

 

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】

　該当事項はありません。

 

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

　該当事項はありません。なお、会社法にしたがって株主による単元未満株式買取請求権が行使された場合には、対象者は法

令の手続に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ります。
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第４【公開買付者と対象者との取引等】
 

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】

(1）公開買付者、対象者及び伊藤ハム株式会社間の包括業務提携契約

　公開買付者、対象者及び伊藤ハム株式会社は、調達、生産、物流に関する各分野について、３社の経営資源を有効活用する

方法を協議し、実行することにより、お客様満足度を高め、３社の企業価値向上を目指すため、平成21年１月30日付で包括

業務提携契約を締結しております。

 

(2）対象者との取引

　公開買付者と対象者との取引金額は、以下のとおりです。

   （単位：百万円）

取引の概要
平成21年３月期

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

平成22年３月期
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

平成23年３月期
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

公開買付者から対象者への
食肉・食肉加工品の販売

6,071 8,873 16,722

 

(3）役員との取引

　該当事項はありません。

 

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

(1）公開買付者と対象者との合意の有無及び内容

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、フロンティア・マネジメントから対象者の株式価値評価に関する本株式価値

算定書を取得し、また、長島・大野・常松法律事務所からの法的助言を得ながら、本公開買付けに関する諸条件について慎

重に協議・検討した結果、対象者が当社の連結子会社となることで、対象者の有する食肉生産・調達力、食肉加工品などの

食品に関する商品開発力、生産技術力及び生産インフラ、販売提案力と、当社の有する原材料調達力、食肉生産・加工処理

インフラ及び販売力との連携を強化し、海外展開も含め双方のシナジー効果を最大限発揮することで、対象者ひいては当

社グループのより一層の収益基盤強化と企業価値の向上が可能となり、かつ、当社及びそのグループ企業も含めた経営資

源の更なる活用等により、効率的かつ機動的な事業運営を行うことが可能となるという面からも、対象者の収益力強化に

繋がるものと考えるに至り、平成25年１月18日開催の取締役会において、決議に参加した取締役全員の一致により、本公開

買付けに賛同の意見を表明することを決議したとのことです。ただし、対象者取締役会は、本公開買付価格が近時の東京証

券取引所における対象者普通株式の市場株価に対して一定のプレミアムが付されていることや、本公開買付価格が対象者

がフロンティア・マネジメントから取得した本株式価値算定書に示された評価額のレンジの範囲に含まれることからす

れば、本公開買付価格が不合理ではないと判断するものの、本公開買付けは、当社として対象者株式の上場廃止を企図する

ものではなく、また、対象者としても、本公開買付け成立後も引続き対象者株式の上場が維持されるべく対応する方針であ

ることから、決議に参加した取締役全員の一致により、本公開買付けに応募するか否かについては中立の立場を取り、株主

の皆様に判断を委ねることを決議したとのことです。また、当該決議に係る議案の審議に参加した監査役（社外監査役を

含む）はいずれも、上記決議に異議がない旨の意見を述べているとのことです。

　なお、対象者取締役の宮下功及び対象者監査役の髙野瀬励は、当社の従業員を兼任しているため、利益相反の疑いを回避

し、対象者における意思決定の公正性及び中立性を保つ観点から、上記決議に関する対象者取締役会の一切の審議及び決

議に参加しておらず、かつ、本公開買付けに関し、当社との協議・交渉に参加していないとのことです。

 

　当社及び対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、対抗的買収

提案者が対象者と接触することを制限するような内容の合意を行っておりません。このように、対抗的な買付け等の機会

が確保されることにより、当社及び対象者は、本公開買付価格の公正性の担保に配慮しております。
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第５【対象者の状況】
 

１【最近３年間の損益状況等】

（１）【損益の状況】

決算年月 ― ― ―

売上高 ― ― ―

売上原価 ― ― ―

販売費及び一般管理費 ― ― ―

営業外収益 ― ― ―

営業外費用 ― ― ―

当期純利益（当期純損失） ― ― ―

 

（２）【１株当たりの状況】

決算年月 ― ― ―

１株当たり当期純損益 ― ― ―

１株当たり配当額 ― ― ―

１株当たり純資産額 ― ― ―

 

２【株価の状況】

金融商品取引所名
又は認可金融商品
取引業協会名

株式会社東京証券取引所　市場第一部

月別 平成24年７月 平成24年８月 平成24年９月 平成24年10月平成24年11月平成24年12月平成25年１月

最高株価（円） 816 763 710 685 707 750 750

最低株価（円） 708 696 670 629 647 680 723

　（注）　平成25年１月については、１月18日までのものです。

 

３【株主の状況】

（１）【所有者別の状況】

       平成　年　月　日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　　株）

単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数
（単元）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数の
割合（％）

― ― ― ― ― ― ― ― ―
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（２）【大株主及び役員の所有株式の数】

①【大株主】

  平成　年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

②【役員】

   平成　年　月　日現在

氏名 役名 職名
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

計 ― ― ― ―
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４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第42期（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）　平成23年５月25日関東財務局長に提出

　事業年度　第43期（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）　平成24年５月25日関東財務局長に提出

 

②【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第44期第３四半期（自　平成24年９月１日　至　平成24年11月30日）　平成25年１月15日に関東財務局長に提

出

 

③【臨時報告書】

　該当事項はありません。

 

④【訂正報告書】

　該当事項はありません。

 

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

米久株式会社本店

（静岡県沼津市岡宮寺林1259番地）

 

米久株式会社厚木支店

（神奈川県厚木市愛甲1705番地１）

 

米久株式会社名古屋支店

（愛知県一宮市明地字下柳之内55番地２）

 

米久株式会社東京支店

（埼玉県春日部市小渕1263番地）

 

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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５【その他】

(1）「連結子会社の異動（譲渡）及び特別損失の計上に関するお知らせ」の公表

　対象者は、平成24年12月21日付で「連結子会社の異動（譲渡）及び特別損失の計上に関するお知らせ」を公表しており

ます。当該公表によれば、対象者は、平成24年12月21日開催の取締役会において、対象者100％出資連結子会社である株式会

社平田屋の全株式を小久保製氷冷蔵株式会社へ譲渡することを決議したとのことです。また、これに伴い、平成25年２月期

第４四半期連結ベースで約359百万円の特別損失を計上したとのことです。なお、上記は対象者が公表した内容を一部抜粋

したものであり、公開買付者はその正確性及び真実性について独自に検証し得る立場になく、また実際にかかる検証を

行っておりません。詳細につきましては、対象者の当該公表の内容をご参照ください。

 

(2）「平成25年２月期第３四半期決算短信［日本基準］（連結）」の公表

　対象者は、平成25年１月７日付で「平成25年２月期第３四半期決算短信［日本基準］（連結）」を公表しております。当

該公表の概要は以下のとおりです。なお、以下の公表内容の概要は対象者が公表した内容を一部抜粋したものであり、公開

買付者はその正確性及び真実性について独自に検証し得る立場になく、また実際にかかる検証を行っておりません。詳細

につきましては、対象者の当該公表の内容をご参照ください。

 

平成25年２月期第３四半期の連結業績（平成24年３月１日～平成24年11月30日）

①　損益の状況（連結）

会計期間
平成25年２月期

第３四半期連結累計期間

売上高 104,897百万円

営業利益 ⊿315百万円

経常利益 ⊿481百万円

四半期純利益 ⊿670百万円

 

②　１株当たりの状況（連結）

会計期間
平成25年２月期

第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益 ⊿26.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

 

(3）「業績予想の修正に関するお知らせ」の公表

　対象者は、平成25年１月18日付で「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表しております。当該公表の概要は以下のと

おりです。なお、以下の公表内容の概要は対象者が公表した内容を一部抜粋したものであり、公開買付者はその正確性及び

真実性について独自に検証し得る立場になく、また実際にかかる検証を行っておりません。詳細につきましては、対象者の

当該公表の内容をご参照ください。
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平成25年２月期通期連結業績予想数値の修正（平成24年３月１日～平成25年２月28日）

    （単位：百万円、％）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり当期
純利益 円 銭

前回発表予想（Ａ） 150,000 1,400 1,300 400 15.46

今回修正予想（Ｂ） 141,000 600 500 30 1.16

増減額（Ｂ－Ａ） △9,000 △800 △800 △370 －

増減率（％） △6.0 △57.1 △61.5 △92.5 －

（ご参考）前期実績
（平成24年２月期）

140,796 1,717 2,018 1,359 49.62
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